
取締役社長 CEOの泉澤です。

2018事業計画の推進状況について、2018年度の成果と、2019年度の取り組みを説明

します。
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最初に2018事業計画の達成状況を、次に主要施策の推進状況について説明します。
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2018事業計画における2020年度の目標は、事業規模5兆円、総資産5.3兆円以下、

ROE11％です。定常キャッシュ・インフローを1兆3,200億円創出し、成長分野への投資

と財務健全性を高めるバランスの良い経営に取り組んでいます。

2018年度は、フリーキャッシュフローが計画を大幅に超過達成しました。

今後は不透明な市場環境に対応するため、固定資産の更なる効率化を進め、事業利

益の創出を図ります。

受注は、中量産品が堅調だったものの、スチームパワーにおける大型案件キャンセル

や市場縮小の影響で減少しています。今後、サービス事業の強化で受注の確保を図り

ます。

成長戦略は、短期と中長期の両面で推進しており、後ほど詳しく説明します。
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受注高は大型案件のキャンセルや期ずれなどがあり、期首計画を達成できませんでし

た。

事業利益については、キャッシュフロー経営が定着し、各事業部門での取り組みが功

を奏しており、計画どおり進捗しています。

また、フリーキャッシュフローについても超過達成しました。これまでの経営改革が定

着し、成果が出てきたと考えています。
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2019年度は、2018年度から受注計上時期がずれた案件の確実な受注を図り、売上収

益もパワー、インダストリー＆社会基盤を中心に増加を図ります。

事業利益については、インダストリー＆社会基盤における受注品の損益改善により好

転させる計画です。さらに、生産性や資産効率の向上により、利益の上積みを図りま

す。

2020年度の受注高・売上収益・事業利益は2018事業計画公表時の目標から変更せ

ず、取り組んでいます。
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三菱日立パワーシステムズは、足元のガスタービン市場が縮小する中、競争力のある

新型機種の投入により、2018年度の市場シェアが拡大しました。 今後のガスタービン

市場は回復を見込んでおり、その中で高いシェアを確保していきたいと考えています。

また、固定費の削減はほぼ計画どおり進捗していますが、石炭火力新設市場の縮小

に伴い、固定費削減・拠点再編を加速するとともに、サービス事業を強化していきま

す。

MRJは、2019年3月から型式証明（TC）取得に向けた飛行試験を開始しました。

成長戦略は短期、中長期それぞれの視点で取り組みを進めており、新たな枠組みも検

討しています。

グローバル・グループ経営は、これまでの施策を定着・進化させていきます。
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ガスタービン市場は足元では縮小していますが、中長期的には堅調に推移する見通し

です。製品競争力の強化により、シェア向上に取り組みます。

大型ガスタービンは、CO2削減に貢献する世界最高レベルの発電効率64%を達成した

JAC形が、すでに25台の受注または内定を得ており、2019年11月に初号機を出荷する

予定です。

さらに高効率の次世代ガスタービンの開発も進めており、今後市場投入します。

中小型ガスタービンは、負荷追従運転や、分散型電源、機械駆動用として需要が見込

めます。2018年度は受注が前年度から増加しました。さらに、石油メジャーからコンプ

レッサの機械駆動用として製品認証を得ることができたため、今後さらに受注拡大を

図っていきます。

新技術としては、脱炭素社会に向けて、天然ガスに水素を30％混ぜる混焼を既に成功

させており。100%水素専焼ガスタービンの開発も進めております。

また、発電設備の自動運転技術の開発にも取り組んでいます。発電設備の効率的な

運用によるCO2発生量削減に寄与していきたいと考えています。
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スチームパワーは、2020年度までは既受注案件の工事により高操業が続きます。

一方、昨今の脱炭素化の動きの中で、2021年度以降、新設工事の売上規模は縮小し

ていきます。

今後は、既存のプラントの低炭素化に貢献するため、ガスタービンと同様に、運転の最

適化に向けたAI/IoT技術の適用を図っていきます。また、環境負荷低減に寄与する排

煙脱硫装置の適用拡大を強化していきます。

さらに、ドローンを活用した点検期間の短縮や、他社製品向けサービスの拡大などに

より、サービス事業の強化を図ります。

固定費削減、拠点再編は計画どおり進捗中ですが、さらに加速していきます。
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MRJは、本年3月3日から型式証明（TC）取得のための飛行試験を開始しました。

さらに、3月14日に米国連邦航空局からLetter of Authorizationを受領し、飛行試験を

実施中です。

TC取得に向けての取り組みは山場を迎えており、関係各署と緊密に連携し、遂行して

いきます。
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成長戦略は、事業部門が主導する短期の施策と、グループ本社が主導する中長期の

施策の両面で展開しています。

成長施策の実行にあたっては、戦略的に成長分野にリソースを重点配分すること、ま

た、当社グループが有する共通プラットフォームを活かしていくことが効果的であり、グ

ループとしてのシナジーを最大限に発揮させ、推進します。
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短期の取り組みとして、中量産品事業では、構築してきた財務基盤から創出された資

金を重点的に配分し、M&Aや生産体制強化を進めてきました。また、技術シナジーを

活かして、競争力のある製品を開発してきました。その結果、事業規模は2012年度と

比べ約3倍に拡大しましたが、この分野はまだ拡大の余地があると考えています。

今後は、販売やサービスの強化、電動化や自動化に対応したコンポーネント、製品、

サービスの開発により、事業の伸長を図ります。

また、ガスタービンなど他の製品で開発した先端技術を、電動カーエアコンやフォーク

リフトの自動運転に適用するなど、技術シナジーにより競争力のある製品を開発してい

きます。
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同じく短期の取り組み分野として、洋上風車は市場が急速に拡大しており、今後も伸長

が期待できます。

当社は、陸上風車で世界シェアトップのVestas社との合弁会社として、MHI Vestas 

Offshore Windを2014年4月に設立しました。

市場シェアは堅調に増加していく見通しであり、生産技術や生産管理、品質管理など、

急速な規模拡大に備えた体制整備を支援するとともに、北米・アジア地区での展開を

サポートしていきます。
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当社には幅広い技術・製品の蓄積があり、低炭素化、環境負荷低減、EV（電気自動

車）化等さまざまな分野でSDGｓの実現に貢献が可能です。また、これらの製品のシス

テム化、あるいはAI/IoTの適用により、様々な社会課題を解決できると考えています。

例えば、オーストラリアでは、都市機能の分散のため西シドニーの都市開発が計画さ

れており、当社はエネルギーマネジメントなど様々なソリューションを提案中です。この

ように、地域に密着したソリューション提供についても取り組んでいきます。
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安全・安心に向けたトータル・ソリューションの提供にも取り組んでいます。

サイバー攻撃、自然災害などに対応するため、安全・安心に対する社会のニーズは拡

大しています。

当社はこれまでに防衛・宇宙分野を中心に様々な技術を蓄積しています。サイバーセ

キュリティ、周辺警戒監視、広域状況把握など、これらのニーズに適用できる技術やシ

ステムによって、ソリューションを提供していきます。
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中長期的な取り組みであるMHI FUTURE STREAM は、長期的な将来社会像から事業

機会を抽出する「Mega Scan」、中長期的な視点で既存事業の方向転換を検討する

「Shift the Path」、またこれに必要な技術や、ゲームチェンジの可能性を秘めた最先端

技術を探索する「Technology Scouting」の3つの取り組みで構成されます。

2018年度のMega Scanでは、社会の変化や技術の変革により、供給側から需要側へと

価値の重心が移動する、また、機械システムが更に知能化される、といった変化を当

社の視点から洞察しました。

こうした変化に対応して、当社グループの事業をどのように転換すべきか、エネルギー

の観点、炭素循環の観点でのShift the Pathを検討しました。

また、Technology Scoutingでは、新技術やビジネスモデルのアイデアを、スピード感を

もって試行することができる共創の場の設立を進めていきます。
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これは、エネルギーの観点からのShift the Pathです。

これまでエネルギー分野での価値創造は、主に集中電源などの供給インフラで行われ

ていました。

この分野において、安価かつ安定した供給、低炭素化等の取り組みは引き続き重要な

機能ですが、一方で、分散電源化が進むなどの社会インフラの変化、技術の変革の中

で、需要側の志向に沿った価値提供がより重要になってきています。

その中で、当社グループは、AIなどの技術イノベーションを取り入れ、進化した機械シ

ステムの提供を図っていきます。
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次に、炭素循環の観点からのShift the Pathです。

地球環境の面から、カーボンニュートラルへの社会ニーズは益々高まっています。

これは、社会が化石資源の消費を拡大する中で、自然による炭素循環に限界が来て

いることを示しています。

これまでは、供給側のシステム高効率化、省エネ化によってこの問題に取り組んでい

ましたが、今後、カーボンニュートラルを実現していくためには、需要側での取り組みも

必要になってきています。

この分野で、当社はクリーンガスエネルギーシステムの効率化、洋上風力発電、バイ

オマス利用、植物工場、CO2回収・貯留など多岐にわたる製品を開発しており、それら

を組み合わせたシステムを提供することで、カーボンニュートラルへの貢献を図りま

す。
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Technology Scoutingの一環として、社外パートナーとの共創の場の設立を検討してい

ます。

これは、ベンチャー企業の育成とそれを通じた地域の活性化による社会貢献、社員の

アントレプレナーシップの育成、さらには当社グループの新事業の創成を目的としてい

るものです。

ものづくりに関する技術支援や、そのためのユーティリティ設備の提供などを当社グ

ループで行い、スタートアップ企業との共創を推進していきます。
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当社の主力市場である日本が1990年代以降成熟するとともに、火力事業など当社の

主力事業も成熟してきました。今後の成長のためには、グローバルに成長が期待でき

る事業の強化と、成長領域への参入が課題となります。

2010事業計画以降、様々な事業構造改革に取り組んできましたが、2018事業計画で

は、これまでの改革の成果の定着と進化を図ります。

グローバル・グループ経営では、「安定性と成長性の両立」、「事業部門の自律経営と

グループシナジー」、「柔軟性とスピードのある経営」の3つを基本方針として検討を進

めています。
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まず、「安定性と成長性の両立」については、安定的な成長を実現するポートフォリオ

経営を目指します。MHI FUTURE STREAMの活動を通じて、当社グループとしての中

長期的な方向性を見定めた上で、リソースを配分していきます。

また、既存の事業の枠組みを超えた分野での取り組みも必要です。そのために、グ

ループ本社直轄の成長推進部門を設け、一定の予算や権限を付与して、機動的に活

動ができる仕組みを構築していきます。

「自律経営とグループシナジー」については、事業ごとに市場の特性や当社の立ち位

置が異なるため、各事業部門の方向性に応じた最適な経営体制の構築、事業部門へ

の権限移譲、グループシナジーを実現する共通プラットフォームの整備などを進めてい

きます。

「柔軟性とスピードのある経営」については、できるだけシンプルでフラットな体制を目

指すとともに、企業の最大の財産である人材の面で、経営人材の育成や社員エンゲー

ジメントの向上に取り組んでいきます。
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グローバル・グループ経営体制の3つの基本方針を実現していくための施策を整理しま

す。

先ほど説明したMHI FUTURE STREAMや、海外地域統括会社と事業部門の連携によ

る地域案件発掘の取り組みなど、一部施策については既に推進中です。

2018事業計画期間中に、すべての施策を具体化していきます。

以上で説明を終わります。
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